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第８章   社会福祉充実計画

第１節 総論 

社会福祉法人（以下「法人」という。）の今日的な意義は、社会福祉事業や公益事業に係る福祉サ

ービスの供給・確保の中心的役割を果すことのみならず、他の事業主体では対応できない様々な福祉

ニーズを充足することにより、積極的に地域社会に貢献していくことにある。 

したがって、国民の税や保険料を原資とする介護報酬や措置費、委託費等により、事業を運営して

いる法人の公益的性格に照らせば、地域や利用者の福祉ニーズを的確に把握し、既存の社会福祉事業

又は公益事業を充実させていくとともに、自ら提供するサービスの質を高めていくことが求められる。 

また、地域の福祉ニーズに対応したサービスが不足する場合には、既存の社会福祉制度の枠組みの

内外を問わず、新たなサービスを積極的に創出していくことが求められるものである。 

このような中、これまでの法人制度においては、法人が保有する財産の分類や取扱いに係るルール

が必ずしも明確でなく、公益性の高い非営利法人として、これらの財産の使途等について明確な説明

責任を果たすことが困難であった。 

このため、平成２８年に成立した社会福祉法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第２１号）

による改正後の社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」という。）においては、平成２９

年４月１日以降、法人は、毎会計年度、貸借対照表の資産の部に計上した額から負債の部に計上した

額を控除して得た額が事業継続に必要な財産額（以下「控除対象財産」という。）を上回るかどうか

を算定しなければならないこととされている。 

さらに、これを上回る財産額（以下「社会福祉充実残額」という。）がある場合には、社会福祉充

実残額を財源として、既存の社会福祉事業若しくは公益事業の充実又は新規事業の実施に関する計画

（以下「社会福祉充実計画」という。）を策定し、これに基づく事業（以下「社会福祉充実事業」と

いう。）を実施しなければならないこととなる。このような観点から、社会福祉充実残額の算定に当

たって必要となる控除対象財産の範囲については、各法人間において客観的かつ公平なルールとなる

よう、これを明確化するものである。 

また、社会福祉充実残額が生じる場合、法人は、社会福祉充実計画を策定し、これに従って社会福

祉充実事業を実施しなければならないこととなるが、これは、社会福祉充実残額が主として税金や保

険料といった公費を原資とするものであることから、法人がその貴重な財産を地域住民に改めて還元

するのみならず、社会福祉充実計画の策定プロセスを通じ、その使途について、国民に対する法人の

説明責任の強化を図るために行うものである。 

第２節 控除対象財産の範囲と社会福祉充実残額の算定 

１ 控除対象財産の基本的な考え方 

「控除対象財産」は、事業継続に最低限必要な財産を明確化する観点から、法人が現に社会福祉事業

や公益事業、収益事業（以下「社会福祉事業等」という。）に活用している不動産等や、建替・設備更
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新の際に必要となる自己資金、運転資金に限定する。 

２ 社会福祉充実残額の算定式 

社会福祉充実残額は、次の計算式により算定する。 

（計算式） 

社会福祉充実残額 ＝ ①「活用可能な財産」－（②「社会福祉法に基づく事業に活用している不動産

等」＋③「再取得に必要な財産」＋④「必要な運転資金」） 

① 活用可能な財産 ＝ 資産－負債－基本金－国庫補助金等特別積立金 

② 「社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等」 ＝ 財産目録により特定した事業対象不動

産等に係る貸借対照表価額の合計額○円－対応基本金○円－国庫補助金等特別積立金○円－対応

負債○円 

③ 「再取得に必要な財産」 ＝ 

【ア 将来の建替に必要な費用】 

（建物に係る減価償却累計額○円×建設単価等上昇率）×一般的な自己資金比率（％） 

【イ 建替までの間の大規模修繕に必要な費用】 

＋ （建物に係る減価償却累計額○円×一般的な大規模修繕費用割合（％））－過去の大規模修繕に

係る実績額○円 

（注１）過去の大規模修繕に係る実績額が不明な法人の特例（５の（５）参照。） 

【ウ 設備・車両等の更新に必要な費用】 

＋ 減価償却の対象となる建物以外の固定資産（②において財産目録で特定したものに限る。）に係

る減価償却累計額の合計額○円 

④ 「必要な運転資金」 ＝ 年間事業活動支出の３月分○円 

（注２）主として施設・事業所の経営を目的としていない法人等の特例（７参照。）

社会福祉充実残額の算定に当たっては、法人の計算書類などから、各種数値を用いて算定する必要

があるが、これらの事務処理の簡素化を図る観点から、「社会福祉法人の財務諸表等電子開示システ

ム」（以下「電子開示システム」という。）に組み込まれた「社会福祉充実残額算定シート」を活用

することとなる。 

なお、上記の計算の過程において１円未満の端数が生じる場合には、これを切り捨てるとともに、

最終的な計算の結果において１万円未満の端数が生じる場合には、これを切り捨てることになる。 

このため、社会福祉充実残額が０円以下である場合には、社会福祉充実計画の策定は不要となるが、

１万円以上である場合には、原則として当該計画を策定及び実行が必要となる。 

ただし、当該計画の策定に係る費用が社会福祉充実残額を上回ることが明らかな場合には、当該費

用により社会福祉充実残額を費消し、事実上、社会福祉充実事業の実施が不可能であることから、当

該計画を策定しないことができる。 
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３ 「活用可能な財産」の算定 

「活用可能な財産」は、法人単位の貸借対照表から、上記２の計算式①のとおり算定する。 

なお、この計算の結果が０以下となる場合については、社会福祉充実残額が生じないことが明らか

であることから、以降の計算は不要である。 

４ 「社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等」の算定 

（１） 基本的な考え方 

「社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等」として控除対象となる財産は、法人が現

に実施する社会福祉事業等に、直接又は間接的に供与されている財産であって、当該財産がなけ

れば事業の実施に直ちに影響を及ぼし得るものとする。 

一方、法人が実施する社会福祉事業等の実施に直ちに影響を及ぼさない財産については、控除

対象とはならない。 

こうした基本的な考え方の下、具体的な内容については、原則として、別表（資料７（16～20

ページ）に掲げるとおりである。 

（２） 対応基本金及び国庫補助金等特別積立金の調整 

控除対象財産の財源について、基本金及び国庫補助金等特別積立金により賄われている場合に

は、「活用可能な財産」の算定時に既に基本金及び国庫補助金等特別積立金を控除していること

から、二重の控除を排除するため、当該控除対象財産額から差し引く調整を行う。 

なお、対応基本金については、「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用

上の取扱いについて」（平成２８年３月３１日付け雇児発０３３１第１５号、社援発０３３１第

３９号、老発０３３１第４５号。以下「運用取扱通知」という。）の別紙３（⑥）の基本金明細

書に記載される第１号基本金及び第２号基本金に係る当期末残高の合計額とする。 

（３）対応負債の調整 

控除対象財産の財源について、借入金（負債）により賄われている場合には、「活用可能な財

産」の算定時に既に負債全額を控除していることから、二重の控除を排除するため、当該控除対

象財産額から負債分を差し引く調整を行う。 

具体的な調整方法については、貸借対照表における次の①から④までの科目の合計額（控除対

象財産に明らかに対応しない負債は除く。）を、「社会福祉法に基づく事業に活用している不動

産等」の合計額から差し引く。 

負債の部 

大科目 中科目 

流動負債 短期運営資金借入金 

事業未払金 

その他の未払金 

支払手形 
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役員等短期借入金 

① １年以内返済予定設備資金借入金 

１年以内返済予定長期運営資金借入金 

② １年以内返済予定リース債務 

１年以内返済予定役員等長期借入金 

１年以内返済予定事業区分間長期借入金 

１年以内返済予定拠点区分間長期借入金 

１年以内支払予定長期未払金 

未払費用 

預り金 

職員預り金 

前受金 

前受収益 

事業区分間借入金 

拠点区分間借入金 

仮受金 

賞与引当金 

その他の流動負債 

固定負債 ③ 設備資金借入金 

長期運営資金借入金 

④ リース債務 

役員等長期借入金 

事業区分間長期借入金 

拠点区分間長期借入金 

退職給付引当金 

長期未払金 

長期預り金 

その他の固定負債 

※ 「対応負債」＝①＋②＋③＋④ 

（４） 対応基本金等の調整の結果、「社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等」の額が０未

満となる場合の取扱い 

（２）及び（３）の調整の結果が０未満となる場合については、当該調整結果にかかわらず、「社

会福祉法に基づく事業に活用している不動産等」の額を０とする。 

  【対応基本金等の調整の例】 

 金額  金額 
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資産の部 負債の部 

流動資産 固定負債 

現金預金 

固定資産 

20 設備資金借入金 

長期運営資金借入金 

30 

10 

基本財産  純資産の部 

土地 20 基本金 

※ 第３号基本金を含まない場合。 

20 

建物 60 国庫補助金等特別積立金 10 

  次期繰越活動増減差額 30 

※１ 本事例の場合、「社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等」として控除対象となる額

は、土地・建物価額80－対応基本金20－国庫補助金等特別積立金10－対応負債（設備資金借入金）

30＝20 となる。 

※２ これは、「活用可能な財産」の算定に当たって、資産100－負債40－基本金20－国庫補助金等特

別積立金10＝30 としているが、ここから土地・建物価額80 全額を控除した場合、当該価額の構

成要素となっている負債、基本金及び国庫補助金相当額について二重の控除となるため、上記の

調整を行うものである。 

（５） 財産目録の記載方法 

財産目録については、運用取扱通知の別紙４に従って記載する。 

なお、財産目録の記載に当たっては、全ての資産及び負債につき、その名称、数量、金額等を

詳細に表示することが原則であるが、それらの価値が特定できるような内容とすれば足りるもの

であり、車輌番号や預金に関する口座番号は任意の記載として差し支えない。 

５ 「再取得に必要な財産」の算定 

（１） 基本的な考え方 

社会福祉施設等の「再取得に必要な財産」については、現に事業に活用している建物・設備等

と同等のものを将来的に更新することを前提としつつ、建物については、建設当時からの建設資

材や労務費の変動等を考慮した建設単価等上昇率を勘案した上で必要額を控除する。 

また、建替費用は、補助金、借入金、自己資金（寄附金を含む。以下同じ。）により構成され

るが、当該自己資金相当額については、基本的には、毎会計年度計上される減価償却費相当額が

財源となることが想定される。 

このため、建物の建替に必要な財産の算定に当たっては、直近の補助金や借入金の水準を勘案

した一般的な自己資金比率を設定し、これに減価償却累計額を乗じて得た額を基本とする。 

また、当該財産は、建物の経過年数に応じて必要な財産額を算定する必要があるため、独立し

た建物単位で算定し、これらを法人全体で合算するものとする。 

（２） 減価償却累計額について 
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減価償却累計額は、減価償却期間満了後の額ではなく、社会福祉充実残額を算定する各会計年

度末において、既に計上された減価償却費の累計額とする。 

また、減価償却累計額は、建物の建設時からの経過年数に応じて異なるものであることから、独

立した建物単位で算定し、それぞれ次の(3)及び(4)に掲げる割合を乗じることとなる。 

なお、建物に係る減価償却の計算に当たって必要となる耐用年数については、原則として、「減

価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）による。 

（３） 建設単価等上昇率について 

建設単価等上昇率については、別に通知する国土交通省が公表する建設工事費デフレ－ターに

よる上昇率又は次の計算式による割合のいずれか高い割合により算定する。 

（計算式） 

別に定める１㎡当たりの建設等単価÷当該建物の建設時における１㎡当たりの建設単価（当該建

物の建設時の取得価額÷当該建物の建設時における延べ床面積）（小数点第４位を四捨五入） 

（４） 一般的な自己資金比率について 

一般的な自己資金比率については、別に定める割合を乗じて算定する。 

ただし、現に社会福祉事業等に活用している建物について、建設時における自己資金比率が一

般的な自己資金比率を上回る場合には、次の計算式により得た割合とすることができる。 

（計算式） 

当該建物の建設に係る自己資金額÷当該建物の建設時の取得価額（小数点第４位を四捨五入） 

また、既存建物を取得した場合については、当該建物の取得時における自己資金比率が、一般

的な自己資金比率以下である場合にあっては一般的な自己資金比率と、一般的な自己資金比率を

上回る場合にあっては当該建物の取得時における自己資金比率とすることができる。 

（５） 大規模修繕に必要な費用について 

大規模修繕に必要な費用については、原則として、独立した建物ごとの減価償却累計額に、別

に定める割合を乗じて得た額から、過去の大規模修繕に係る実績額を控除し、これらを法人全体

で合算して得た額（当該計算の結果が０未満となる場合については、０とする。）とする。 

ただし、これまでの大規模修繕に係る実績額が不明な場合には、例外的に次の計算式により得

た額とすることができる。 

（計算式） 

建物に係る減価償却累計額×別に定める割合×｛建物に係る貸借対照表価額÷（建物に係る貸借

対照表価額＋建物に係る減価償却累計額）｝ 

（６） 設備・車両等の更新に必要な費用 

設備・車両等の更新に必要な費用については、４の算定に当たって、財産目録において特定し

た建物以外の固定資産に係る減価償却累計額の合計額とすること。 

６ 「必要な運転資金」の算定 

（１） 基本的な考え方 
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「必要な運転資金」については、賞与の支払いや、突発的な建物の補修工事等の緊急的な支出

等に備えるための最低限の手元流動資金として、必要額を控除する。 

（２） 年間事業活動支出の３月分について 

年間事業活動支出の３月分は、次のとおり、法人単位の資金収支計算書における事業活動支出

に１２分の３を乗じて得た額とすること。 

７ 主として施設・事業所の経営を目的としていない法人等の特例 

主として施設・事業所の経営を目的としていない法人等であって、現に社会福祉事業等の用に供し 

ている土地・建物を所有していない、又は当該土地・建物の価額が著しく低い場合（具体的には、５

及び６の算定の結果の合計額と、年間事業活動支出とを比較して、当該合計額が年間事業活動支出を

下回る場合とする。）の控除対象財産については、特例的な取扱いとして、将来的な事業用土地・建

物の取得も考慮し、２の社会福祉充実残額の算定式にかかわらず、年間事業活動支出全額を控除する

ことができる。 

なお、この場合、５及び６の算定の結果については、控除しないこととなる。 

８ 社会福祉充実残額の計算過程に関する書類の保存 

社会福祉充実残額の計算過程に関する書類については、法人において、毎会計年度における最初の

日から１０年間保存しておく必要がある。 

ただし、社会福祉充実計画を策定する場合にあっては、当該計画の実施期間における各年度の当該

書類について、計画の実施期間の満了の日から１０年間保存しておく必要がある。 

第３節 社会福祉充実計画の作成 

１ 社会福祉充実計画に記載すべき内容 

社会福祉充実計画は、計算の結果、社会福祉充実残額が生じた場合に限り、法人単位で策定しなけ

ればならないものである。 

また、社会福祉充実計画に記載すべき内容は、次に掲げるとおりである。 

（１） 既存事業の充実又は新規事業（社会福祉充実事業）の規模及び内容 

（２） 事業区域 

（３） 社会福祉充実事業の事業費 

（４） 社会福祉充実残額 

（５） 計画の実施期間 

（６） 法人名、法人の所在地、連絡先等の基本情報 

（７） 社会福祉充実残額の使途に関する検討結果 

（８） 資金計画 

（９） 公認会計士・税理士等からの意見聴取年月日 

（10） 地域協議会等の意見の反映状況（地域公益事業を実施する場合に限る。） 

（11） 計画の実施期間が５か年度を超える理由等 
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なお、社会福祉充実計画に位置付けるべき事業の検討に当たっては、将来的な福祉・介護人材の確

保・定着を図る観点から、職員処遇の充実を進めていくことが重要であり、こうした事業の実施につ

いて可能な限り優先的に検討が行われることが望ましい。 

２ 社会福祉充実計画に位置付ける事業の種類 

社会福祉充実計画には、次に掲げる事業の全部又はいずれかを実施するための内容を記載する。 

（１） 社会福祉事業及び法第２条第４項第４号に規定する事業に該当する公益事業 

（２） 地域公益事業 

（３） 公益事業のうち、（１）及び（２）に掲げる事業以外のもの 

なお、社会福祉充実計画に位置付ける事業は、（１）から（３）までに掲げる事業の順に、その実

施について検討を行わなければならず、その検討結果については、社会福祉充実計画に記載すること

が必要である。 

また、新たな事業を実施する場合については、定款変更の有無を検討し、所轄庁とも相談の上、必

要な手続を行う必要がある。 

３ 地域公益事業 

地域公益事業については、法第５５条の２第４項第２号の規定のとおり、「日常生活又は社会生活

上の支援を必要とする事業区域の住民に対し、無料又は低額な料金で、その需要に応じた福祉サービ

スを提供するもの」と定義されるものであり、法第２６条第１項に規定する公益事業に該当するもの

である。 

地域公益事業の内容については、「社会福祉法人の「地域における公益的な取組」について」（平

成28年６月１日付け社援基発0601第１号）を参照のこと。 

４ 社会福祉充実計画の実施期間 

社会福祉充実計画は、原則として、社会福祉充実残額を算定した会計年度の翌会計年度から５か年

度以内の範囲で、計画策定段階における社会福祉充実残額の全額について、一又は複数の社会福祉充

実事業を実施するための計画を作成する必要がある。 

ただし、次に掲げるような合理的な理由があると認められる場合には、当該理由を計画に記載した

上で、その実施期間を１０か年度以内とすることができる。 

（１） 社会福祉充実残額の規模からして、５か年度の計画実施期間内に費消することが合理的ではな

い場合 

（２） ５か年度の計画実施期間経過後に事業拡大や既存建物の建替を行うなど、５か年の計画実施期

間経過後に社会福祉充実残額の使途につき、明確な事業計画が定まっている場合 

また、計画の実施期間の範囲で、事業の始期（所轄庁による計画の承認日以降に限る。）や終期、

実施期間（単年度又は複数年度）、各年度の事業費は、法人の任意で設定することができる。 

なお、社会福祉充実計画の実施期間の満了により、所轄庁による承認の効力は失効する。その際、

実施期間の満了する会計年度の決算において、社会福祉充実残額が生じた場合には、改めて翌会計年
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度以降を実施期間とする社会福祉充実計画を策定し、所轄庁の承認を得る必要がある。 

５ 社会福祉充実事業に活用する社会福祉充実残額の範囲の特例 

社会福祉充実残額については、社会福祉充実計画の実施期間の範囲で、その全額を活用することを

原則とするが、最初に策定する社会福祉充実計画において、社会福祉充実残額の全額を費消すること

が必ずしも合理的ではない場合も想定されることから、当分の間、地域の福祉ニーズを踏まえた事業

規模からして、社会福祉充実残額の全額を計画実施期間内に費消することが困難な場合など、合理的

な理由があると認められる場合には、当該理由を計画に記載した上で、社会福祉充実残額の概ね２分

の１以上を社会福祉充実事業に充てることを内容とする計画を策定することができる。 

第４節 社会福祉充実計画の申請手続・実施 

１ 社会福祉充実計画の申請手順 

 （１） 社会福祉充実残額の判定 

     社会福祉充実残額があると判定された場合は、社会福祉充実計画の作成が必要となる。なお、

社会福祉充実残額がないと判定された場合は、社会福祉充実残額の算定結果を法５９条の２号

の財産目録等として６月末までに所轄庁に届出することになる。 

（２） 社会福祉充実計画の作成 

   ① 公認会計士・税理士等の意見聴取 

社会福祉充実計画原案の策定後、次に掲げる内容について、公認会計士又は税理士等の財務

の専門家への意見聴取を行うこと。 

    （社会福祉充実残額の算定関係） 

    ⅰ 社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等に係る控除の有無の判定 

    ⅱ 社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等の再計算 

 ⅲ 再取得に必要な財産の再計算 

    ⅳ 必要な運転資金の再計算 

    ⅴ 社会福祉充実残額の再計算 

    （法人が行う社会福祉充実事業関係） 

ⅵ 事業費の再計算 

また、財務の専門家とは、公認会計士、税理士のほか、監査法人、税理士法人をいうもので

あり、法人の会計監査人や顧問税理士、これらの資格を保有する評議員、監事等（理事長を除

く。）であっても差し支えない。 

なお、意見聴取の結果については、公認会計士又は税理士等の財務の専門家から確認書を提

出させる。その際、当該確認書の交付日は、社会福祉充実残額を算定した会計年度に係る監事

監査報告書の作成年月日以降を基本とする。 

② 地域協議会等への意見聴取 

地域公益事業を行う社会福祉充実計画を策定する場合には、次に掲げる内容について、地域

協議会等への意見聴取を行う必要がある。【法第５５条の２第６項】 
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ⅰ  地域の福祉課題 

ⅱ  地域に求められる福祉サービスの内容 

ⅲ  自ら取り組もうとしている地域公益事業に対する意見 

ⅳ  関係機関との連携 

③ 理事会及び評議員会の承認 

社会福祉充実計画は、理事会においてその承認を得た上で、評議員会に諮り、その承認を得

る必要がある。【法第５５条の２第７項】 

④ 所轄庁への申請 

社会福祉充実計画案に係る評議員会の承認を得た社会福祉充実計画は、社会福祉充実残額が

生じた会計年度の翌会計年度の６月３０日までに、法第５９条の届出と同時に所轄庁に対して

申請する必要がある。【法第５５条の２第１項、第２項及び第９項並びに規則第６条の１３】 

なお、所轄庁が、社会福祉施設等の整備を行うことを内容とする社会福祉充実計画案を承認

する場合については、当該計画案の承認をもって将来の施設整備費補助、事業所指定等を法人

に対して確約するものではないことに留意する。 

また、行政計画の改定等の状況の変化により、社会福祉充実計画に基づく事業の実施が困難

となった場合には、当然に当該計画の変更又は終了が必要となる。 

法第 55 条の２ 社会福祉法人は、毎会計年度において、第一号に掲げる額が第二号に掲げる額を超えるときは、厚

生労働省令で定めるところにより、当該会計年度の前会計年度の末日（同号において「基準日」という。）において現に

行つている社会福祉事業若しくは公益事業（以下この項及び第三項第一号において「既存事業」という。）の充実又は

既存事業以外の社会福祉事業若しくは公益事業（同項第一号において「新規事業」という。）の実施に関する計画（以

下「社会福祉充実計画」という。）を作成し、これを所轄庁に提出して、その承認を受けなければならない。ただし、当該

会計年度前の会計年度において作成した第十一項に規定する承認社会福祉充実計画の実施期間中は、この限りでな

い。 

一 当該会計年度の前会計年度に係る貸借対照表の資産の部に計上した額から負債の部に計上した額を控除して得

た額 

二 基準日において現に行つている事業を継続するために必要な財産の額として厚生労働省令で定めるところにより

算定した額 

２ 前項の承認の申請は、第五十九条の規定による届出と同時に行わなければならない。 

６ 社会福祉法人は、地域公益事業を行う社会福祉充実計画の作成に当たつては、当該地域公益事業の内容及び事業

区域における需要について、当該事業区域の住民その他の関係者の意見を聴かなければならない。 

７ 社会福祉充実計画は、評議員会の承認を受けなければならない。 

９ 所轄庁は、第一項の承認の申請があつた場合において、当該申請に係る社会福祉充実計画が、次の各号に掲げる要

件のいずれにも適合するものであると認めるときは、その承認をするものとする。 

社会福祉法施行規則第６条の 13 法第 55 条の２第１項に規定する社会福祉充実計画の承認の申請は、申請書

に、次の各号に掲げる書類を添付して所轄庁に提出することによつて行うものとする。 

一 社会福祉充実計画を記載した書類 



1-125

二 法第五十五条の二第五項に規定する者の意見を聴取したことを証する書類 

三 法第五十五条の二第七項の評議員会の議事録 

四 その他必要な書類

２ 社会福祉充実計画に基づく事業実施 

所轄庁の承認を得た後、法人は、承認社会福祉充実計画に従って事業を実施しなければならない。 

なお、社会福祉充実事業の開始時期については、所轄庁の承認日以降とする。 

また、承認社会福祉充実計画に従って事業を実施することが困難となった場合には、当該計画の変

更又は終了手続を行う必要がある。【法第５５条の２第１１項】 

法第55条の２ 

１１ 第一項の承認を受けた社会福祉法人は、同項の承認があつた社会福祉充実計画（次条第一項の変更の承認があつ

たときは、その変更後のもの。同項及び第五十五条の四において「承認社会福祉充実計画」という。）に従つて事業を行

わなければならない。

第５節 社会福祉充実計画の変更・終了 

１ 社会福祉充実計画の変更【法第５５条の３及び規則第６条の１８から第６条の２０まで】 

社会福祉充実計画の変更を行う場合については、軽微な変更を行う場合を除き、所轄庁に対して変

更承認の申請を行う必要がある。 

社会福祉充実計画の変更承認の申請を行う場合の手続は、第４節に掲げる手続を改めて行う必要が

あるので留意すること。 

また、社会福祉充実計画について、軽微な変更を行う場合については、所轄庁に届出を行う必要が

ある。 

なお、社会福祉充実計画は、承認申請時点における将来の社会福祉充実残額の使途を明らかにする

という趣旨のものであることから、社会福祉充実残額の増減のみを理由に変更を行うことは要しない

が、計画上の社会福祉充実残額と、毎会計年度における社会福祉充実残額に大幅な乖離が生じた場合

には、再投下可能な事業費にも大きな影響を及ぼすことから、原則として社会福祉充実計画の変更を

行う必要がある。 

社会福祉充実計画の変更に当たって、承認を要する事項及び届出を要する事項については、具体的

にはそれぞれ次表に掲げる場合とする。 

変更承認事項 変更届出事項

事業内容関連 ○ 新規事業を追加する場合 

○ 既存事業の内容について、以下のよ 

うな大幅な変更を行う場合 

ア 対象者の追加・変更 

イ 支援内容の追加・変更 

○ 既存事業の内容について、左記以外 

の軽微な変更を行う場合 

○ 計画上の事業費について、２０％以 

内で増減させる場合
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○ 計画上の事業費について、２０％を 

超えて増減させる場合

事業実施 

地域関連

○ 市町村域を超えて事業実施地域の 

変更を行う場合

○ 同一市町村内で事業実施地域の変 

更を行う場合

事業実施 

期間関連

○ 事業実施年度の変更を行う場合 

○ 年度を超えて事業実施期間の変更 

を行う場合

○ 同一年度内で事業実施期間の変更 

を行う場合

社会福祉充実 

残額関連

○ 事業費の変更に併せて計画上の社 

会福祉充実残額について２０％を超 

えて増減させる場合

○ 事業費の変更に併せて計画上の社 

会福祉充実残額について２０％以内 

の範囲で増減させる場合

その他 ○ 法人名、法人代表者氏名、主たる事 

務所の所在地、連絡先を変更する場合

なお、社会福祉充実計画における事業実施期間の変更は、最大１０か年度の範囲内で可能であるが、

当該変更は、社会福祉充実残額の規模や地域のニーズの変化等を踏まえた上で行われるべきものであ

り、合理的な理由なく、単に事業実施期間を延長することは認められない。 

法第 55 条の３ 前条第一項の承認を受けた社会福祉法人は、承認社会福祉充実計画の変更をしようとするときは、厚生

労働省令で定めるところにより、あらかじめ、所轄庁の承認を受けなければならない。ただし、厚生労働省令で定める軽微

な変更については、この限りでない。 

２ 前条第一項の承認を受けた社会福祉法人は、前項ただし書の厚生労働省令で定める軽微な変更をしたときは、厚生労働

省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を所轄庁に届け出なければならない。 

３ 前条第三項から第十項までの規定は、第一項の変更の申請について準用する。 

社会福祉法施行規則第６条の 18 法第 55条の３第１項に規定する承認社会福祉充実計画の変更の承認の申請は、

申請書に、次の各号に掲げる書類を添付して所轄庁に提出することによつて行うものとする。 

一 変更後の承認社会福祉充実計画を記載した書類 

二 第六条の十三第二号から第四号までに掲げる書類 

社会福祉法施行規則第６条の19 法第55条の３第１項の厚生労働省令で定める軽微な変更は、次に掲げるもの以外

のものとする。 

一 社会福祉充実事業の種類の変更 

二 社会福祉充実事業の事業区域の変更（変更前の事業区域と変更後の事業区域とが同一の市町村（特別区を含む。）

の区域内である場合を除く。） 

三 社会福祉充実事業の実施期間の変更（変更前の各社会福祉充実事業を実施する年度（以下「実施年度」という。）と変

更後の実施年度とが同一である場合を除く。） 

四 前三号に掲げる変更のほか、社会福祉充実計画の重要な変更 

社会福祉法施行規則第６条の20 法第55条の３第２項に規定する軽微な変更に関する届出は、届出書に、次の各

号に掲げる書類を添付して所轄庁に提出することによつて行うものとする。 
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一 変更後の承認社会福祉充実計画を記載した書類 

二 その他必要な書類

２ 社会福祉充実計画の終了【法第５５条の４及び規則第６条の２１】 

社会福祉充実計画の実施期間中に、やむを得ない事由により当該計画に従って事業を行うことが困

難である場合には、あらかじめ所轄庁の承認を受けて社会福祉充実計画を終了することができる。 

ここでいう「やむを得ない事由」とは、 

（１） 社会福祉充実事業に係る事業費が見込みを上回ること等により、社会福祉充実残額が生じなく

なることが明らかな場合 

（２） 地域の福祉ニーズの減少など、状況の変化により、社会福祉充実事業の実施の目的を達成し、

又は事業の継続が困難となった場合  

などが想定されること。 

なお、社会福祉充実計画の終了時に、会計年度途中の段階でなお社会福祉充実残額が存在している

場合については、その段階で新たな社会福祉充実計画を策定する必要はなく、会計年度末の段階で改

めて社会福祉充実残額を算定し、社会福祉充実残額が生じる場合には、翌会計年度以降を計画の実施

期間とする新たな社会福祉充実計画を策定すること。 

法第 55 条の４ 第55条の２第１項の承認を受けた社会福祉法人は、やむを得ない事由により承認社会福祉充実計画に

従つて事業を行うことが困難であるときは、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、所轄庁の承認を受けて、当該

承認社会福祉充実計画を終了することができる。 

社会福祉法施行規則第６条の21 法第55条の４に規定する承認社会福祉充実計画の終了の承認の申請は、申請

書に、承認社会福祉充実計画に記載された事業を行うことが困難である理由を記載した書類を添付して所轄庁に提出す

ることによつて行うものとする。

第６節 社会福祉充実計画の公表等

１ 社会福祉充実計画の公表 

次に掲げる場合については、法人のホームページ等において、直近の社会福祉充実計画を公表する 

こと。 

・ 社会福祉充実計画を策定し、所轄庁にその承認を受けた場合 

・ 社会福祉充実計画を変更し、所轄庁にその承認を受け、又は届出を行った場合 

なお、規則第１０条第２項の規定に基づき、法人が電子開示システムを活用して社会福祉充実計

画の公表を行うときは、これを行ったものとみなすことができる。 

２ 社会福祉充実事業に係る実績の公表 

社会福祉充実計画に記載した社会福祉充実事業に係る実績については、毎年度、法人のホームペー 

ジ等において、その公表に努める必要がある。 

３ 社会福祉充実計画の保存 

社会福祉充実計画は、法人において、計画の実施期間満了の日から１０年間保存しておく必要があ 
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る。 


